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日本国内地温・凍結深データの収集・整備
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要 旨

地温・凍結深の空間的分布や歴史的推移は，寒冷地における農業計画や土木事業計画に直接的に関

連するのみならず，地球環境変動（近年の地球温暖化など）の影響評価や今後の予測を行う上で重要

なデータである．社会的背景の多様化や評価手法の発展にともない，こうしたデータの集約がさらな

る学術研究の発展に必要不可欠となっているが，未だ十分に整備されていない状態にある．日本国内

の地温・凍結深の観測はこれまで，気象庁，各地の農業試験場あるいは大学機関などで個別に行われ

てきた．こうした観測データは，単独で公開されているものはあるものの，統合的に集められること

がなく，多くは閑却されるか四散の瀬戸際にある．筆者らは，2010 年よりこれらのデータを保有する

機関やその現状の把握を進めてきた．ここでは，国内での地温・凍結深観測データの所在と収集の現

状と，整備・公開に向けた活動の状況を報告する．

キーワード：地温，凍結深，国内観測データ，データ発掘，データベース

Key words : soil temperature, frost depth, domestic observation data, data mining, database

1． 序

地表面下の熱的状況（地温分布，土壌の凍結・

融解状況）は，高地や高緯度の寒冷圏のみならず

亜熱帯から亜寒帯に属する日本国内の陸域におい

ても重要な気候指標であり，農業，土木など経済

社会活動に対しても重要な情報である．土壌の熱

的・水文的な条件は，当該地の気候のみならず生

態・植生を含めた環境条件を規定する要因となり，

一方で変動する気候によって影響を受ける．日本

国内で地下の熱的状況が過去にどのような変化を

示してきたのかを知ることは，現在の状況を理解

する上で必須であり，また気候・環境の将来予測

において重要な基底条件を与える．

従来，国内において様々な研究・試験機関や民

間企業によって地温や土壌凍結深の測定が，種々

の基準，方法，頻度でなされてきた．気温や降水

量のような気象要素に対しては気象台・気象庁が

第一義的且つ統括的に長期間の観測を実施し，

データを収集，蓄積してきた．一方，地表面以下

の地温や凍結深度については，観測はなされても，

その収集や整備を継続的に行う努力はなされな

かった．それには，以下のような理由が考えられ

る．対応する明確な担当組織・機関がなかったこ

と，空間代表性が著しく小さく不均一性が高いこ

と，目的によって方法や頻度が異なるため統一的

な観測・収集がなされなかったこと，などである．

しかしながら，当初に述べたような指標，デー

タとしての重要性や，貴重・稀少な測定データが

散逸してしまう可能性を鑑みるに，国内の地温や

土壌凍結深データをできる限り発掘・収集し，オー

プンアクセスな形で公開することが必要であると

考えた．そこで，ここにその趣旨を表明するとと

もに，観測データの所在と現状の調査や収集・整

備の方法，およびそれを行う体制の構築について

報告し，関連する情報や意見を広く収集したい．
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2． 地温データを必要とする一状況

Saito et al.（2009）は，最終氷期最盛期から現在

にいたる全球的な凍土分布の変動を推定・評価す

るために，第 II 期古気候モデル相互比較（PMIP2：

Braconnot et al.，2007）に参加した全球気候モデ

ル（GCM）の出力を用いて最終氷期最盛期（LGM．

21000 年前），完新世気候最適期（6000 年前），近

代化以前の各期間について全球規模の推定を行っ

た．ただし，GCM 出力の水平解像度が格子間隔

280km またはそれ以上であったため，凍土分布

もその空間規模でしか評価ができないこと，また

解像された標高が平滑化されるため山岳域での計

算に温暖バイアスが見られることなどの欠点が

あった．

斉藤（2011）は，デジタル標高モデル（DEM）

GTOPO30 を利用し，標高による温度減率を勘案

して温度分布をダウンスケールすることで近代化

以前および最終氷期最盛期における凍土の潜在的

水平分布をより細かな空間規模で評価することを

試みた．結果の永久凍土の分布状況を現況（Brown

et al., 1997）および過去の再現図（日本第四紀学

会篇，1987；Ono, 1991）と比較することで結果の

妥当性を確認した．しかし，さらに詳細な地理的

対応や，霜柱が立つ日が数日あるというような状

況に対応する短期の凍土（intermittently-frozen

ground）については，現在の状況に対して十分に

比較・評価できる地温データ，地温分布図を見つ

けることができなかった．例えば，図 1 は気象庁

メッシュ気候値 2000 の日平均気温（月気候値）を

利用して，斉藤（2011）と同様の方法で推定した

凍土の分布図である．こうした推定値を検証する

総括的なデータベースの構築が必要といえる．

3． データの収集と整備・公開

3．1 現在入手可能なデータ

本試みの現況は，どのようなデータがどのよう

な方法によって収集，公開されているのかを調査

し始めた段階である．現在までに入手したデータ

は非常に限られたものである．一例として，1930

年代から 1970 年までの各地気象官署における地

温の測定値の月平均値を示した農林水産省・気象

庁（1982）がある．これは稚内から石垣島まで全

国 61箇所の気象官署を網羅し，1930 年代からの

測定結果もいくつかの官署について示された貴重

なものである．このデータは溝口によって電子化

されている（溝口，私信）．また独立行政法人農業

環境研究所が土壌情報閲覧システムの一部として

詳細な土壌温度区分図を公開している（Takata et

al.，2011）（2013 年 1 月 21 日現在，http : //agrimesh.

dc.affrc.go. jp/soil_db/ にて公開）．これは気象

データ（気温）を基に，より詳細な土壌情報を取

り込んで表層 30-50 cm深の土壌温度（年気候値）

の 1km格子の空間解像度で分布を推定したもの

である．また，独立行政法人農業・食品産業技術

総合研究機構（農研機構）では，所属研究センター

における気象観測データを農業研究気象観測ポー

タルで公開しており，そこには地温データも含ま

れている（2013 年 1 月 21 日現在，http : //rms1.

agsearch.agropedia.affrc.go. jp/agriresmet/ にて
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図 1 気象庁メッシュ気候値 2000 の日平均地表面気

温の月気候値を用い，Saito et al.（2009）の手

法で推定した現気候における日本列島の潜在

凍土分布．永久凍土，遷移帯，季節凍土，短期

の凍土を濃淡で示す．



公開）．

これらの公開されたデータ以外にも，上記の農

林水産省・気象庁（1982）の原データである地上

気象観測原簿が画像データとして公開されている

（図 2）．膨大な量の貴重なデータであるが，図 2

に見るように手書きデータの画像集であり，今後

の利用のためにはデータの電子化が必須である．

また気象台・測候所，あるいは年代によって測定

項目や回数が非常にばらついており，そのまとめ

は必ずしも容易ではないことが判明した（表 1）．

次節で触れるように，筆者らはこの地上気象観測

原簿における地温データ電子化の作業を 2012 年

末より開始した．

また，地方独立行政法人北海道立総合研究機構

農業研究本部において試験場によって 1910 年代

から 2000 年代まで地温の観測が行われており，

そのデータの詳細について台帳調査と観測値収集

を現在進めている．

この他にも，森林系，治水系，土木系において

頻度や深度，方法やその収集の目的はさまざまで

あろうが地温の測定値が存在するものと思われ，

調査を継続中である．一方，土壌の凍結深につい

ても同様に，特に寒冷地における農学系，畜産系，

工学系（道路，鉄道ほか）の諸大学・研究機関，

団体，民間企業等が観測を行ってきており，その

一部は独立行政法人寒地土木研究所や北海道大学

低温科学研究所などにおいて論文や報告として発

表されている（例えば，伊福部，1962；石崎ら，

1992；原田ら，2009）．それら文献から数値データ

を収集・整理する作業も開始している．

筆者らの管見した所では，以上が国内における

地温・凍結深データに関する現状であり，組織立っ

た活動は上記に記したもの以外には探せなかっ

た．しかしながら，収集漏れや不正確な理解もあ

ろうと思われるので，ここに学会員のみならず広

範な分野から情報をお寄せいただけるようお願い

する次第である．

3．2 データの整備と公開

データを収集することがまずは必要であり，そ

こから始めなければならない．一方で，収集した

後にどこにそのデータを蓄積し，どのような方法

で公開するかも事前に検討しなければならない．
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図 2 気象庁気象観測原簿より．昭和 15年（西暦 1940 年）1月札幌管区氣象臺における地温測定・記録状況の例．



公開前にはデータの品質チェックが必要となる．

また，測定値に加え測定状況等の情報を記述した

メタデータは地温・凍結深データの利用・解析の

際に重要である．こうしたメタデータの作成・管

理も重要であろう．

以上のような作業は個人ベースでは限界があ

り，何らかの組織化が必要となる．2012 年度より

筆者らは，日本雪氷学会の凍土分科会の後援を受

け，これらデータを一括的に電子化し，また公開

することで，貴重なデータの散逸を防ぐとともに，

地温・凍結深データを必要とする国内外の研究者

に広く提供することを目的として「日本国内地

温・凍結深データベース作成委員会」を立ち上げ，

その作業を開始した．これは，平成 25年度の科

学研究費補助金（研究成果公開促進費）として採

択されており，また国際的な地温・凍結深データ
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表 1 気象庁（当時，氣象臺）による昭和 15年の盛岡，帯広，札幌における，月ごと，時間帯ごとの

地温観測状況（村治能孝博士，株式会社エナジシェアリング，によるまとめを基に作成）



ネットワーク（国際永久凍土学会が運営する

GlobalTerrestrialNetwork on Permafrost：GTN-

P）に直接あるいは間接的に貢献することにもな

る．

データの収集・整備の方針や今後の組織の運営

についての具体化を測ることが現在の課題である．

今後も継続的に活動していくつもりであるので，

上記の趣旨をご理解いただき，多くのデータが有

意義に使われるようご協力をお願いする．データ

ベースにご提供いただける観測データをお持ちの

方は，筆者らを通して「国内地温・凍結深データ

ベース作成委員会」にご連絡いただきたい．また，

これから地温や凍結深に関する観測を始めようと

考えておられる方々，連携していきましょう．
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